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学 　校　 関　 係　 者　 評　 価

実 施 日　平成　３０年２月１４日

番号 評価項目 具体的方策 達成度 次年度への課題と改善策 学校関係者からの意見・要望・評価等

①
１２年間の系統
性のある指導の
確立

①-１　校内の各分掌・組織と連携し学校
研究を学校全体で推進する。
①-２　教科ごとに縦のつながりを見出
し、系統的な教育課程の整備をする。
①-３　学部の研究成果を全体で共有し、
指導・支援の充実を図る。

各学部とも今テーマ２年目に向
けて共通科目の選択が重要であ
る。また、新学習指導要領が平
成３２年度より全面実施される
ことを考慮した上で系統的な教
育課程の整備を進める必要があ
る。

②
専門性の向上を
図る研修会の実
施と個に応じた
指導の実施

②-１　大学教授や臨床心理士等を招へい
し、一人一人の障害の特性を踏まえた指
導・支援等に関する研修を行う。
②-２　適切な時期や内容の研修会の実施
を推進し、チームとして専門性を高め
る。
②-３　教育支援プラン作成の研修会を実
施し、合理的配慮を含んだ一人一人の教
育的ニーズに応じたプランを作成する。

専門性を向上させるため、引き
続き研修の機会を設けるととも
に、内容の精選が必要である。

③
Ａ課程２年間の
指導内容の確立

③-１　高等部内での教育課程複数化の整
理・実施・定着を図る。
③-２　教育課程委員会を中心に小中高の
教育課程の検証を行い、卒業段階で育て
たい力の集約を図る。

授業運営上、Ａ課程履修生徒の
所属作業班に偏りが生じていた
が、来年度以降どの班に所属し
ていても履修できる体制を整え
る必要がある。

①
保護者・地域へ
の情報発信と開
かれ信頼される
学校づくり

①-１　HPの更新率を高める。学校・学
部・学級だよりの役割を明確化する。
①-２　支援籍学習・交流学習を通じて特
別支援学校の取組の理解を深める。
①-３　知肢併置校である利点を生かし、
実態把握やねらいを明確化したうえで合
同の授業や行事を行う。

１１月に実施した保護者による
学校評価アンケートの地域交流
については平均3.4であった。
まだまだ地域との交流の輪を広
げていく必要がある。

アンケートと各学部のシートの結果を
比較すると学校と家庭の情報交換につ
いて少し認識のずれを感じた。

次年度の課題に保護者への情報発信の
部分が触れられていないので、もう少
し分析して、課題があるのであれば今
のうちに詰めておいたほうが良いので
はないか。

②
適正な就学相談
とセンター的機
能による地域へ
の貢献

②-１　市町村教育委員会と連携を取り、
就学支援に係る必要な情報をより多く得
る。
②-２　地域の就学前施設・保育所・小中
高等学校の支援を行う。

特別支援教育コーディネーター
の認知度が高まるにつれ、さら
に支援や相談が増加すると予想
される。センター的機能を果た
すため、より一層地域の教育活
動に貢献する必要がある。

今年度、学校と市町教委が情報共有し
て、スムースな就学につなげられたと
感じる。今後ますますこのような連携
が重要になってくると感じる。

③
ボランティア養
成と有意義な活
用の推進

③-１　地域・大学等と連携をし、ボラン
ティア養成を拡充する。
③-２　校内での調整を図り円滑なボラン
ティア活動を実施する。

引き続きボランティアの方々と
良好な関係を築き、適切な配置
と支援体制を確保する。

ボランティアさんがいないと成り立た
ないのは問題ではないか。教員数を増
やせないのか。

①
大規模災害を想
定した訓練の実
施と準備

①-１　マニュアルに基づいた引き渡し訓
練及び避難訓練を実施する。
①-２　学校緊急メールの全員加入及び、
緊急時に情報が周知されるよう他の通信
手段についても検討する。

来年度の引き渡し訓練は昨年
度、今年度実施の中で出た課題
を踏まえて全校で実施をする。

②
安全・安心な医
療的ケアの環境
整備

②-１　医療的ケアを実施する児童生徒一
人一人について緊急時対応の徹底を図
る。
②-２　医療的ケア担当教員の育成を行
う。

今年度新たに知的障害教育部門
から医ケアが必要な児童が加わ
り、実施体制・知的障害教育部
門の職員研修について検討して
いく必要がある。

③
危機管理意識の
向上とヒヤリ
ハットの蓄積・
分析による事故
防止

③-１　ヒヤリハット報告は全体の周知だ
けではなく、学部単位での蓄積・分析を
し、事故防止につなげる。
③-２　備品・施設・遊具等の点検をす
る。
③-３　校内での交通ルールの徹底をす
る。

ヒヤリハットの蓄積・分析、設
備点検、校内の交通ルールの徹
底をすることで事故防止をする
ことは引き続き行っていく。

③-１　ヒヤリハット報告の蓄積・分析・評
価により職員の意識を高め事故を防止できた
か。
③-２　点検による施設管理により児童生徒
の事故を防止できたか。
③-３　職員・保護者・事業所に車の走行速
度や交通ルールを周知徹底し事故を防止でき
たか。

○ヒヤリハットによる事故防止や登下校時の事故防止の徹底
③-１　ヒヤリハットについて報告し各学部で共有することができた。医療
的ケアではヒヤリハットの蓄積・分析で事故を未然に防ぐことができた。
③-２　日番による点検や毎月1回の安全点検を全職員で分担し安全確認、
修繕を行った。
③-３　通知文や保護者会等の集会の際の呼びかけや日々の車の誘導により
走行速度や交通ルールを周知徹底し事故を防止できた。
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①
災害時の対応については、保護者アンケート
からも関心が高い。引き続き引き渡し訓練等
を通じて不測の事態に備えるとともに、保護
者へ確実に情報を伝えることが課題である。

①-１　引き渡し訓練、避難訓練、緊急時の
対応訓練等マニュアルに基づき確実に実施さ
れたか。
①-２　緊急メールの加入状況を把握し、加
入呼びかけをする。他の通信手段について
は、具体的方策が提示できたか。

○大規模災害を想定した引き渡し訓練の実施
①　避難訓練は年２回実施した。引き渡し訓練は中学部・高等部・肢体部
で実施した。昨年度の小学部での実施を含め教職員・保護者とも災害時の
児童生徒の安全確保について動きを共有することができたとともに、課題
を明確にすることができた。

A

校内宿泊実施の際、安全教育としての
内容を盛り込んでみたらどうか。

大地震の際、学校付近の通行が困難に
なる可能性がある、近隣の工場と連携
して、非常時についての話し合いをし
たらどうか。

看護教員一名体制は、職員にとっても
保護者にとっても不安を感じているの
ではないか。医ケアの児童・生徒が増
加している中、看護教員の増員が必要
である。

放課後等デイサービスが増える中、一
体となって子供を支援するためには、
学校と事業所との連携は欠かせない。
機会あるごとに情報交換が必要であ
る。

②
医療的配慮の必要な児童生徒が増加してお
り、的確な医療的ケアの実施と医療的ケア担
当教員の育成が課題である。

②-１　医療的ケアを実施する児童生徒の緊
急時対応の徹底が図られ、対象児童生徒全員
の訓練が時機に応じて実施できたか。
②-２　医療的ケア担当教員の養成と担当教
員の知識・技能の向上が図れたか。

○児童生徒の実態に応じた緊急対応訓練の実施と医ケア担当教員の育成
②-１　緊急時対応訓練は児童生徒一人に対して１回、実態に応じては複数
回実施し想定される緊急時に備えることができた。
②-２　４名の担当教員を育成し、担当教員は合計８名になった。医ケアの
必要な児童生徒が増加する中、安全に医ケアが実施できるように関係職員
と共通理解を図り、協力して指導にあたった。

③
建物の構造上の危険箇所については職員全員
で認識している。また、ヒヤリハット報告に
ついて全体で情報共有をされているが、分析
は学部ごと差がある。今後も大きな事故を発
生させないよう教職員一人一人が危険予測と
危機管理の当事者である自覚をより高める必
要がある。

A
②
就学に関しては、今年度より決定が市町村教
育委員会になることを踏まえ、一層の情報交
換が必要である。就学が関係する学校公開な
どの行事については、漏れのないよう周知徹
底を図る。

②-１　市町教育委員会と連携し就学支援に
係る情報を共有し適正な就学支援が行えた
か。
②-２　要請に応じた支援が行えたか、また
特別支援教育の専門性による貢献ができた
か。

○市町教委との連携による就学・転学相談会の円滑な実施
②　今年度、特別支援教育コーディネーターを２名体制にし、より機動的
に各機関の要請に応じて支援ができた。各市町の就学支援委員会に参加す
ることにより、次年度入学者の状況をより正確に把握できるようになり、
就学・転学相談会を円滑に行うことができた。

③
個に応じた指導や支援の充実のため質の高い
ボランティアが欠かせない。ボランティアの
育成と活用は、広く募集をかけるとともに、
計画的に育成・活用する必要がある。

③-１　本校のボランティアバンクの登録者
数が増やせたか。
③-２　各学部間で調整を図り有効な活用が
できたか。

○ボランティア養成と適切な配置による教育活動の充実
③　ボランティア養成講座には４３名(昨年度３２名)受講し、２５名(昨年
度１０名)ボランティアバンクに登録していただいた。現在登録者数は４４
名(昨年度２２名)でそのうち実際に活動していただいているのは３５名で
ある。支援活動部がボランティアの力を最大限発揮できるよう調整を図
り、本校の教育活動に貢献していただいた。

③-１　昨年度の実践を踏まえ、今後の計画
を立てることができたか。

③-２　お互いの教育課程の理解と各学部段
階で育てたい力が明確化したか。

○２年間の指導内容の確立と授業改善
③-１　昨年度実践した授業の中で履修２年目の生徒も含め再度行う項目
と、新たに取り組む項目を整理し、授業改善を図ることができた。
③-２　教育課程検討委員会で各学部の教育課程や目標の見直しを行い、各
学部段階での育てたい力の明確化を進めている。
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①
今年度も引き続き様々な媒体を活用し、学校
の取組を発信する必要がある。また、保護者
からの要望が高い支援籍学習や地域交流の充
実を図るとともに知肢併設校として、校内の
交流と理解の推進が必要である。

①-１　保護者が知りたい情報を学部・分掌
等で組織的に伝えることができたか。
①-２　支援籍学習や交流学習に対する保護
者の理解が深まり、地域の小中学校との取組
が充実したか。
①-３　知肢両部門が連携をとり実施できた
か。また双方にとって有意義な教育活動で
あったか。

○中学部と中学校の交流を始めとした地域交流の実施
①-１　ホームページの更新率を上げた。教務部、情報教育部で情報を整理
をして閲覧しやすくした。
①-２　支援籍学習は２５名実施した。柳瀬小学校と小学部の交流や今年度
初めて柳瀬中学校と中学部の交流も実施し、着実に地域との交流の輪を広
げている。
①-３　肢体部小学部一般学級の児童は知的小学部の図工と音楽の授業に参
加した。また中学部3年生は修学旅行を事前学習から合同で行い知肢の児童
生徒同士交流を深めた。
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①
昨年度まで３年間、キャリア教育の視点から
各学部で研究を推進してきた。その成果を踏
まえ今年度より、各学部段階で育てたい力を
明確にし、小中高の各学部の連続性を研究す
る。研究を通じて児童生徒の発達につながる
教育内容及び指導・支援を充実させることが
課題である。

①-１　各学部・分掌ごとにテーマに沿った
研究を推進できたか。
①-２各学部共通教科（知「体育」肢「自立
活動」）の研究授業の実施と成果の確認がで
きたか。
①-３　実践報告会において研究成果が共有
され、次年度の指導への活用と課題の明確化
が図られたか。

○研究成果の共有と系統性を見据えた授業の改善
①　知的障害教育部門では系統性を明らかにし、育ちの様子を見るために
小学部・中学部合同で研究を進めた。高等部では学年全体で指導案を作成
し、他学年の授業を見合うことができた。肢体不自由教育部門では小低・
小高・中学部の各年齢で「経験させたい内容」を軸に集団授業として行う
「自立活動」の授業づくりを進めてきた。学校研究は研究部・教育課程検
討委員会を中心に学校全体で取り組んだ。また、研究成果を全体で共有し
児童生徒理解や授業改善が進められた。

A

今年度「体育」に特化した学校研究の
取り組みは、わかりやすい。

この研究について保護者の方はどんな
ふうに成果を感じているのか、今後聞
いてもらいたい。貴重な研究だと感じ
るので、今後も成果を教えていただき
たい。

中学部や高等部など途中から入学して
きた生徒は１２年間の系統性の観点で
どうとらえるのか。いままで違う特別
支援学級等から入学した生徒たちの残
りの３年間、６年間をどのように検討
されるのか知りたい。

実施した研修の内容について資料が出
されたが、見る人の受け止め方が違っ
てくるので参加人数を示してほしい。

②
個に応じた指導や支援を充実させ、合理的配
慮を提供するため、より一層専門性を向上さ
せる必要がある。

②-１　児童生徒の成長段階に応じたアセス
メントを実施し、指導計画に基づいた指導実
践ができたか。
②-２　専門性を高めるため、教員の当面す
る課題に応じた研修会が実施できたか。

②-３　研修会の成果を生かし、一人一人の
教育的ニーズに応じた教育支援プランが作成
できたか。

○専門性の向上を図る研修会と個に応じた自立活動の実施
②　専門家・職員による研修を実施し参加した教員の専門性の向上を図る
ことができた。また、自立活動専任や外部講師の助言を受けて個に応じた
自立活動を実施した。また、１１月に実施した保護者による学校評価アン
ケートの「個別の教育支援プランＡ・Ｂに基づいた指導は適切に行われて
いるか」の項目に平均4.1(５段階数値の４と５が85％)の高評価をいただい
た。

③
知的障害教育部門高等部における教育課程の
複数化実施２年目となる。これまでの学習と
の整合性を保ちながら内容の充実を図る。

不十分(４割未満)
　※　重点目標は３つ以上の設定も可。重点目標に対応した評価項目（年度達成目標を意味する。）は複数設定可。
　※　番号欄は重点目標の番号と対応させる。評価項目に対応した「具体的方策、方策の評価指標」を設定。

学　　　　　　　校　　　　　　　自　　　　　　　己　　　　　　　評　　　　　　　価

年　　　　　　度　　　　　　目　　　　　　標 年 度 評 価（ 　１月　２５日 現在 ）

現状と課題 方策の評価指標 評価項目の達成状況

平 成 ２９ 年 度　学 校 自 己 評 価 シ ス テ ム シ ー ト （ 県立所沢おおぞら特別支援学校 ）
目指す学校像 社会の中で自立的に生活できる力を育む学校

※学校関係者評価実施日とは、最終回の学
校評価懇話会を開催し、学校自己評価を踏
まえて評価を受けた日とする。

達
成
度

ほぼ達成(８割以上)

重　点　目　標
１　１２年間の系統性と一人一人の将来を見据えた授業づくりの推進
２　保護者、地域に開かれ、信頼される学校づくりの推進
３　児童生徒にとって安全・安心な環境づくりの推進

　　出席者　学校関係者　　　８　名
　　　　　　生徒　　　　　　３　名
　　　　　　事務局(教職員)　９　名

変化の兆し(４割以上)


